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第一部【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第7期
第1四半期
連結累計期間

第6期

会計期間
自2018年 1月 1日
至2018年 3月31日

自2017年 1月 1日
至2017年12月31日

売上高 (百万円) 1,769 8,794

経常利益 (百万円) 340 1,189

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
(百万円) 214 794

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 214 815

純資産額 (百万円) 4,661 4,557

総資産額 (百万円) 27,255 21,979

1株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 20.52 88.66

潜在株式調整後1株当たり四半期

(当期)純利益金額
(円) 20.04 85.47

自己資本比率 (％) 17.10 20.73

(注)1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

3. 当社は、第6期第1四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第6期第1四半期連

結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

4. 第6期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、当社株式が2017年9月28日に東京証券取引所マザー

ズ市場に上場したため、新規上場日から連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しており

ます。

2 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

2 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

3 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第1四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。なお、当社は、前第1四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期

連結累計期間との比較分析は行っておりません。

(1) 業績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、世界経済の緩やかな回復による輸出の増加や好調な企業業

績、それに伴う雇用・所得環境の改善を背景とした底堅い個人消費に牽引され堅調に推移いたしました。一方で、米

連邦準備理事会による金利引上げや、米中貿易摩擦の長期化懸念など世界経済への影響が不透明な状況があります。

当社グループが属する不動産及び不動産金融業界におきましては、東京都心部において大規模な新築ビルが複数供

給されたものの、堅調な雇用情勢を背景に、オフィスビルの稼働率及び賃料は堅調に推移しております。また、金融

機関の積極的な融資姿勢が継続しているため資金調達環境が良好であり、物件取得意欲は依然として旺盛なものと

なっております。そのため、不動産投資案件の売却に適した市場環境となっております。

こうした環境の中、当社グループでは、コーポレートファンディング事業において、当社の注力市場である東京都

心の中規模オフィス等への投資によって自己保有資産残高の拡大をいたしました。また、不動産特化型クラウドファ

ンディング事業において、投資家会員数と累積投資金額が増加いたしました。

これらの活動の結果、当第1四半期連結累計期間における業績は、売上高1,769百万円、営業利益398百万円、経常

利益340百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益214百万円となりました。

主要なサービス別の概況は以下のとおりであります。なお、当社グループは単一セグメントであるため、セグメン

トごとに記載しておらず、サービス別に区分して記載しております。

(a) コーポレートファンディング事業

① 不動産投資事業

2物件を売却した結果、不動産投資売上は1,443百万円となりました。

② 不動産賃貸事業

2物件を売却しましたが、新たに5物件の取得等を実施した結果、不動産賃貸売上は279百万円となりました。

(b) クラウドファンディング事業

営業貸付金を2,343百万円まで増加させた結果、クラウドファンディング事業の売上は46百万円となりました。

(c) その他事業

事務手数料売上等により0百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

(資産)

当第1四半期連結会計期間末の総資産は27,255百万円(前連結会計年度末比24.0％増)となりました。主な増加要因

は、販売用不動産の取得によるものであります。

(負債)

当第1四半期連結会計期間末における負債合計は22,593百万円(同29.7％増)となりました。主な増加要因は、借入

金と匿名組合出資預り金の増加によるものであります。

(純資産)

当第1四半期連結会計期間末における純資産合計は4,661百万円(同2.3％増)となりました。主な要因は、親会社株

主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加、及び配当による利益剰余金の減少によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2018年3月31日)

提出日現在発行数(株)
(2018年5月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,458,000 10,458,000
東京証券取引所

(マザーズ)

完全議決権株式であり、権利内

容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 10,458,000 10,458,000 － －

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第1四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第4回新株予約権 (2018年3月9日開催の臨時取締役会決議)

決議年月日 2018年3月9日

新株予約権の数(個) 150 (注)2

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 150,000 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,455 (注)3

新株予約権の行使期間
自　2021年4月 1日

至　2025年3月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　2,462.83

資本組入額　1,231.42

新株予約権の行使の条件 (注)4

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認

を受けなければならない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)7

(注)1. 本新株予約権は、新株予約権1個につき7,831円で有償発行しております。

2. 本新株予約権1個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式1,000株と

する。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。)または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(または併合)の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

3. 本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調

整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
1

分割(又は併合)の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合(新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式

の移転の場合を除く。)、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×1株当たり払込金額

新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

4. 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、2018年12月期乃至2022年12月期のいずれかの事業年度において、有価証券報告書における

連結損益計算書上の売上高が15,000百万円を超過し、かつ営業利益が2,700百万円を超過した場合に限り、

割り当てられた本新株予約権を行使することができるものとする。

(2) 上記(1)の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき売上高・営業利益等の概念に重要な

変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

(3) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従

業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではない。

(4) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(6) 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

(7) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。

5. 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から、上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

6. 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認(株主総会の承認

を要しない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記(注)4に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

7. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合には、当社は、組織再編行為の効力発生日に、新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社(以下、

「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
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(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記(注)2に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記(注)3で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3)に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅

い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)5に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記(注)4に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記(注)6に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

2018年1月 1日～

2018年3月31日

(注)

10,000 10,458,000 1 1,332 1 1,322

(注) 新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2017年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2017年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,447,000
104,470 －

単元未満株式
普通株式

1,000
－ －

発行済株式総数 10,448,000 － －

総株主の議決権 － 104,470 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

2 【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ロードスターキャピタル株式会社(E32779)

四半期報告書

 7/16



第4 【経理の状況】

1. 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

2. 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(2018年1月1日から2018年3月31

日まで)及び第1四半期連結累計期間(2018年1月1日から2018年3月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有

限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

3. 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の4の7-6」の規定に準じて前年同四半期との対比は行ってお

りません。

EDINET提出書類

ロードスターキャピタル株式会社(E32779)

四半期報告書

 8/16



1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2018年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,615 2,793

営業貸付金 1,167 2,343

販売用不動産 15,987 21,744

その他 78 199

流動資産合計 21,849 27,080

固定資産   

有形固定資産 5 6

無形固定資産 11 10

投資その他の資産 112 156

固定資産合計 130 174

資産合計 21,979 27,255

負債の部   

流動負債   

短期借入金 50 308

1年内返済予定の長期借入金 452 576

未払法人税等 255 95

その他 347 249

流動負債合計 1,105 1,230

固定負債   

長期借入金 12,757 16,826

匿名組合出資預り金 2,989 3,826

その他 569 710

固定負債合計 16,316 21,363

負債合計 17,421 22,593

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,330 1,332

資本剰余金 1,320 1,322

利益剰余金 1,905 2,005

株主資本合計 4,557 4,659

新株予約権 0 1

純資産合計 4,557 4,661

負債純資産合計 21,979 27,255
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

 (単位：百万円)

 
 当第1四半期連結累計期間
(自　2018年1月 1日
　至　2018年3月31日)

売上高 1,769

売上原価 1,215

売上総利益 554

販売費及び一般管理費 155

営業利益 398

営業外収益  

受取保険金 2

違約金収入 3

その他 0

営業外収益合計 5

営業外費用  

支払利息 39

デリバティブ評価損 15

その他 7

営業外費用合計 63

経常利益 340

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 340

匿名組合損益分配額 29

税金等調整前四半期純利益 311

法人税、住民税及び事業税 87

法人税等調整額 9

法人税等合計 96

四半期純利益 214

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 214
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

 (単位：百万円)

 
 当第1四半期連結累計期間
(自　2018年1月 1日
　至　2018年3月31日)

四半期純利益 214

四半期包括利益 214

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 214

非支配株主に係る四半期包括利益 -
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
当第1四半期連結累計期間
(自 2018年1月 1日
至 2018年3月31日)

減価償却費 80百万円

 

(株主資本等関係)

当第1四半期連結累計期間(自　2018年1月1日　至　2018年3月31日)

配当に関する事項

1. 配当金支払額

当第1四半期連結累計期間の配当金支払額は以下のとおりであります。

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年

3月29日

定時株主総会

普通株式 114 11.00
2017年

12月31日

2018年

3月30日
利益剰余金

 

2. 基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、不動産関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

ロードスターキャピタル株式会社(E32779)

四半期報告書

12/16



(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第1四半期連結累計期間
(自　2018年1月 1日
至　2018年3月31日)

(1)1株当たり四半期純利益金額 20円52銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 214

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額(百万円)
214

普通株式の期中平均株式数(株) 10,448,222

(2)潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 20円04銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) －

普通株式増加数(株) 254,471

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

新株予約権  150個

(普通株式 150,000株)

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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2 【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年5月10日

ロードスターキャピタル株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 三井　勇治

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤井　淳一

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているロードスターキャ

ピタル株式会社の平成30年1月1日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成30年1月1日

から平成30年3月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成30年1月1日から平成30年3月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ロードスターキャピタル株式会社及び連結子会社の平成30年3月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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